
資料３ 

令和６年４月８日 

電力・ガス取引監視等委員会事務局 

ネットワーク事業監視課

電力広域的運営推進機関の業務規程及び 

送配電等業務指針の変更の認可について 

 

 

１．経緯 

令和６年３月２１日付けで広域機関から経済産業大臣に対し、電気事業法第２８条の４１第３

項及び同法２８条の４６第１項後段の規定に基づき、業務規程及び送配電等業務指針の変更の認

可申請があり、同年４月１日付けで経済産業大臣から委員会に対して、同法第６６条の１１第１

項第５号の規定に基づき、意見の求めがあったところ。（資料３－１、資料３－２）。 

２．変更の内容 

変更の主な内容は、以下のとおり。 

（１）電気事業法・再生可能エネルギー電気特措法改正に伴う規定の変更（業務規程、送配電等

業務指針）

GX脱炭素電源法（※1）が 2024年 4月に施行されたことに伴い、広域機関は、電気の安定供給

確保の観点から特に重要な送電線の整備計画（経済産業大臣が認定）に基づく資金の貸付け、

特定系統設置交付金の交付に関する業務及び関係法令等に違反している FIT/FIP 事業者の交付

金の一時留保に伴う積立管理に関する業務等を行うことになるため、必要なルールを整備。 

※1 脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律（令和

5年法律第 44号）

（主なルール整備事項） 

• 系統整備のための資金の貸付け及び特定系統設置交付金の交付に関する規定の追加

• 交付金相当額積立金の管理業務を広域機関の業務として規定

• 経済産業大臣より返還を命ぜられた各種交付金（※2）に関する徴収業務の規定を追加

※2 FIT交付金、FIP交付金、系統設置交付金及び特定系統設置交付金

（２）容量市場の実需給開始に伴う変更（業務規程、送配電等業務指針）

2024 年 4 月からの容量市場の実需給の開始に向けて、容量市場の実運用に関する詳細事項に

ついて、広域機関の検討会(容量市場の在り方等に関する検討会)での検討結果に基づきルールを整備。 

（主なルール整備事項） 

（趣旨） 

令和６年３月２１日付けで電力広域的運営推進機関（以下「広域機関」という。）より

経済産業大臣に対して業務規程及び送配電等業務指針の変更の認可申請があり、同年４月

１日付けで経済産業大臣から電力・ガス取引監視等委員会（以下「委員会」という。）に

対して意見の求めがあった。 

当該認可に係る電力・ガス取引監視等委員会としての回答について御審議いただく。 



• 追加オークションの実施判断方法及び追加オークション判断時の供給力確保量の考え方に

ついて規定 

• 追加オークションの実施要否等を国の審議会における意見を踏まえ決定する旨を規定 

• 長期脱炭素電源オークションについて、準用規定から約定価格の公表を対象外とすること

を規定 

• 広域機関は、容量拠出金の未払い事業者へ催告すること、催告に応じない事業者の名称を

公表するとともに経済産業大臣に報告することを規定 

• 容量拠出金の未払のある小売電気事業者は、経済的ペナルティにより容量拠出金に余剰が

発生した場合に行う還元の対象外とする旨を規定 

• 小売電気事業者等に対して、容量拠出金の未回収分を追加請求できる旨を規定 

 

 

（３）供給計画に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針） 

2023年 11月に施行された電気事業法施行規則の改正により、各電気事業者が広域機関に提

出する供給計画とともに提出する書類として、調整力に関する計画書が追加されるとともに、

発電所発電・補修計画明細書が変更された。これを踏まえ、広域機関が一般送配電事業者及び

配電事業者に共有する情報を変更するとともに、需給バランス評価において基礎とする供給力

の考え方を見直す。 

（主なルール整備事項） 

• 2024年度以降の供給計画から追加・変更になる調整力に関する計画書及び発電所発電・

補修計画明細書を一般送配電事業者及び配電事業者に共有する旨を追加。 

• 需給バランス評価において基礎とする供給力の考え方を見直し、供給計画の供給力を基礎

として評価する旨を規定。 

 

 

（４）予備電源制度に関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針） 

資源エネルギー庁の審議会（※）において、予備電源制度の検討がされており、予備電源の調

達等のプロセスの実施主体を広域機関とすること、また、広域機関が一般送配電事業者から支

払を受け、予備電源維持運用者へ必要な費用を支払うスキームを整理するにあたり、既存の電

源入札等のスキームを活用する方向が整理されたことを受け、既存の電源入札等のルールの中

に予備電源制度に関するルールを追加。 

※ 第 83回制度検討作業部会 

（主なルール整備事項） 

・既存の電源入札等に関する規定を、予備電源制度を包含する内容に見直すとともに、

予備電源制度に関する規定を追加。 

 

 

（５）一般送配電事業者及び配電事業者の系統運用等に関する規定の変更（業務規定、送配電等

業務指針） 

2024年 4月から沖縄エリアを除き、公募による調整力の調達（電源Ⅰなど）が廃止され、一

般送配電事業者及び配電事業者は、需給調整市場で広域調達する調整力、及び余力活用契約に



基づき電源の余力活用により需給調整や混雑処理等を実施することになることに伴い、発電設

備等に関する記載を変更。 

（主なルール整備事項） 

・一般送配電事業者及び配電事業者による需給調整や混雑処理等に用いる発電設備等に関す

る記載を以下の２つに見直し。 

一般送配電事業者及び配電事業者が調整力としてあらかじめ確保する発電設備等 

一般送配電事業者及び配電事業者が調整力としてあらかじめ確保していない発電設備等 

 

 

（６）ローカル系統へのノンファーム型接続導入に伴う規定の変更（業務規程、送配電等業務指

針） 

ローカル系統へのノンファーム型接続の導入に伴い、広域機関（※）での検討結果を踏まえ、平

常時におけるローカル系統混雑時の出力制御及び新たな混雑緩和プロセスに関するルールを

整備。 

※ 第 69回広域系統整備委員会 

 

（主なルール整備事項） 

• ローカル系統へのノンファーム型接続導入に伴い、平常時において混雑が発生する場合の

出力制御順序をローカル系統にも適用する旨を規定。 

• ローカル系統へのノンファーム型接続導入後の、混雑緩和希望者提起による新たな系統増

強プロセスの導入について規定。 

 

 

（７）その他規程の変更（業務規程、送配電等業務指針） 

業務効率化を目的として、これまで書面で行っていた手続きについて、電磁的方法による手

続きも可能とする旨の規定を追加。 

 

 

３．認可申請に係る意見 

業務規程及び送配電等業務指針の変更案の内容について、審査基準に照らして特段の問題は

ないと認められるため、資料３－３、資料３－４のとおり、委員会として当該認可を行うこと

に異存がない旨を経済産業大臣に回答することとしたい。 



⚫ 関連条文

業務規程 

【電気事業法】 

（業務規程） 

第二十八条の四十一 推進機関の業務規程には、業務及びその執行に関する事項その他の経済産

業省令で定める事項を記載しなければならない。 

２ 前項の業務及びその執行に関する事項には、第二十八条の四十四第一項の規定による指示が

あつた場合において、当事者である会員が支払い、又は受領すべき金額その他指示の実施に関

し必要な事項が含まれていなければならない。 

３ 推進機関は、業務規程を変更しようとするときは、経済産業大臣の認可を受けなければなら

ない。 

【広域的運営推進機関に関する省令】 

（業務規程の記載事項） 

第九条 法第二十八条の四十一第一項の経済産業省令で定める事項は、業務及びその執行に関す

る事項とする。 

【審査基準】 

（５１）第２８条の４１第３項の規定による広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可

 第２８条の４１第３項の規定による広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可に係る審査基

準については、当該変更後の業務規程の内容が法令に適合し、かつ、当該変更後の業務規程に虚

偽の記載がないこと及び「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の

認可の基準について」（別添３）の該当部分に適合することとする。 

送配電等業務指針 

【電気事業法】 

（送配電等業務指針） 

第二十八条の四十五 送配電等業務指針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 一般送配電事業者が維持し、及び運用する電線路の能力の向上に関する事項 

二 発電用の電気工作物と一般送配電事業者が維持し、及び運用する電線路との電気的な接続

に関する事項 

三 その他経済産業省令で定める事項 

（送配電等業務指針の認可） 

第二十八条の四十六 送配電等業務指針は、経済産業大臣の認可を受けなければその効力を生じ

ない。その変更（経済産業省令で定める軽微な事項に係るものを除く。）についても、同様とす

る。 

２ 経済産業大臣は、前項の認可の申請に係る送配電等業務指針が次の各号のいずれにも適合し

ていると認めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。 

一 内容が法令に違反しないこと。 

二 策定又は変更の手続が法令及び定款に違反しないこと。 
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三 不当に差別的でないこと。 

３・４ （略） 

【広域的運営推進機関に関する省令】 

（送配電等業務指針） 

第十三条 法第二十八条の四十五第三号の経済産業省令で定める事項は、次に掲げるものとす

る。 

一 送電事業者又は配電事業者が維持し、及び運用する電線路の能力の向上に関する事項 

二 発電等用電気工作物と配電事業者が維持し、及び運用する電線路との電気的な接続に関す

る事項 

三 受電用の設備と一般送配電事業者又は配電事業者が維持し、及び運用する電線路との電気

的な接続に関する事項 

四 電気の安定供給を確保するために必要な発電等用電気工作物の設置に関する事項 

五 一般送配電事業者、送電事業者又は配電事業者が維持し、及び運用する電線路の運用に関

する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、一般送配電事業者、送電事業者又は配電事業者が維持し、及

び運用する電線路に関する情報の公開に関する事項その他送配電等業務の実施に関する事項 

【審査基準】 

（５２）第２８条の４６第１項の規定による広域的運営推進機関の送配電等業務指針の認可及び

変更の認可 

 第２８条の４６第１項の規定による広域的運営推進機関の送配電等業務指針の認可及び変更

の認可に係る審査基準については、当該送配電等業務指針の内容に虚偽の記載がないこと、同

条第２項各号のいずれにも適合すること及び「電気事業法第２８条の４６第１項の規定による

送配電等業務指針の認可の基準について」（別添４）に適合することとする。 



経済産業省

２０２４０３２１資第２３号

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日

電力・ガス取引監視等委員会委員長 殿

経済産業大臣

電力広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可について

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第６６条の１１第１項第５号の規定に基づき、

別添の申請に係る同法第２８条の４１第３項に規定する業務規程の変更の認可について、

貴委員会の意見を求めます。

資料３-１





































経済産業省

２０２４０３２１資第２４号

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日

電力・ガス取引監視等委員会委員長 殿

経済産業大臣

電力広域的運営推進機関の送配電等業務指針の変更の認可について

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第６６条の１１第１項第５号の規定に基づき、

別添の申請に係る同法第２８条の４６第１項後段に規定する送配電等業務指針の変更の認

可について、貴委員会の意見を求めます。

資料３-２

















































資料３－３ 

経済産業省 

２０２４０４０１電委第１号 

令 和 ６ 年 ４ 月 ● 日 

経済産業大臣 殿 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 

電力広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可について（回答） 

令和６年４月１日付け２０２４０３２１資第２３号により貴職から当委員会

に意見を求められた電力広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可について

は、認可することに異存はありません。 



資料３－４ 

経済産業省 

２０２４０４０１電委第２号 

令 和 ６ 年 ４ 月 ● 日 

経済産業大臣 殿 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 

電力広域的運営推進機関の送配電等業務指針の変更の認可について

（回答） 

令和６年４月１日付け２０２４０３２１資第２４号により貴職から当委員会

に意見を求められた電力広域的運営推進機関の送配電等業務指針の変更の認可

については、認可することに異存はありません。 




